
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　令和６年度についても、訪問相談や職場体験等を通じて就職につながるようにサポートすることとしているが、

令和５年度と同様の傾向が予想される。一方で、現状の利用者数や相談件数を踏まえると、今後も本事業に対し根

強いニーズが存在すると考えられることから、他事業との連携による事業効果の向上やKPIの目標値も含めて７年

度予算での見直しを検討する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

　県HPや関係機関と連携した広報活動等の成果により、本サポートステーションの延べ利用者数は、前年度比で106名増の4,640名（＋2.3%）となったほか、出張相談所における相談件数も前年

度比40件増の338件（＋13.4%）となるなど、本事業に対するニーズは増加しているものの、新規登録者数の減少や困難事例の増加により目標達成には至っていない。新型コロナ５類移行による

社会経済活動の活発化や求人改善・人手不足の中、例年に比べてサポートステーション支援を必要とせず、就職が容易になった可能性も要因として考えられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 13,629 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 14,070 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 48.50 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 97 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 200 人 目標値 200

時点･期間 R8年度

現状値 120 人

目標値 200 人 目標値 200

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H18

終期

Ｋ  P  Ｉ

地域若者サポートステーションでの支援を通じて就職した若者の数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度11月末時点のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、

KPIは目標達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 ニート就労支援事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

ニートの就労支援や若年層のニート化の予防を行うとともに、県民に対してニー

ト支援への意識啓発を行う。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 89,930 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額
104,200 千円

最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

人 実績値 人

達成率 157.89 ％ 達成率 ％

ー 人

実績値 150 人 実績値 人 実績値

150 人 目標値 ー 人 目標値

ー 時点･期間 ー

現状値 45 人

目標値 95 人 目標値

R4年度見込 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

R6

Ｋ  P  Ｉ

当事業により良質な雇用で就職した女性の数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 女性人材雇用促進・活躍支援事業費 予算主管課 産業人材課

事　業

概　要

意欲ある女性が正社員として活躍できるよう、デジタルスキル習得の支援、女性求職者や企業

に向けたセミナーの開催、マッチング支援を行うことにより、良質で安定的な雇用につなげ、

産業人材の確保を図る。

始期 R4

終期

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

ハローワーク等から訓練ニーズを把握した結果や訓練実施状況から、訓練内容、コース数、定員の設定を行い、必

要に応じて訓練コースを増設または訓練内容の新規追加を行い、7年度予算に反映させるよう検討する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

前年度比1.1ポイント増と順調に推移したものの、前年度と比べて中止や休止の訓練コースが増えたこと、また、デジタル分野の

コース以外の就職率が伸びなかったこと等が要因で、目標値82.2%達成とならなかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 198,867 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
230,704 千円

最終現計予

算額

実績値 %

達成率 96.72 ％ 達成率 ％ 達成率

%

実績値 79.5 % 実績値 % 実績値 %

% 目標値 82.2 % 目標値 82.2

時点･期間 R8年度

現状値 78.4 %

目標値 82.2 % 目標値 82.2

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R４年度 時点･期間 R５年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H10

終期

Ｋ  P  Ｉ

就職率（委託訓練分）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性
大幅見直し（事

業組替等）

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

能力開発意欲喚起講演会や職業訓練校の訓練体験及び職場見学会の内容について、参加者のアンケート結果を基に

見直しを行う。本事業は、内閣府において地域の実情を踏まえた特徴的な取組事例として紹介される等、一定評価

を得ているが、令和６年度で終期を迎えることや令和６年度までを「第二ステージ」と位置づけている国の就職氷

河期世代対策の動向も注視しつつ、令和７年度以降については、令和６年度の事業の状況を踏まえて大幅な見直し

を検討する。

2月

補正

事　項 離職者等職業能力開発事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

離職者等を対象に、再就職の促進を図るため、就職に結びつく専門的な知識、技

能を修得する訓練を民間教育訓練機関等へ委託して実施する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

能力開発意欲喚起講演会や職業訓練校の訓練体験及び職場見学の参加者数が前年度実績値を下回ったことに加え、新型コロナ５類移行による社会経済活動の活発化や求人改

善・人手不足の中、支援を必要とせず再就職が決まった参加者もいたことから未達成となった。対象者は挫折・ひきこもり・障害など背景に個々様々な問題を抱えていること

から、支援の難しさがある。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 3,253 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 3,266 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 13.33 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 2 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 ー 人 目標値 ー

時点･期間 ー

現状値 3 人

目標値 15 人 目標値 15

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 ー

始期 R2

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

能力開発意欲喚起講演会や職業訓練校の訓練体験及び職場見学を通じて就労に向けて職業訓練校に入校した人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 就職氷河期世代能力開発支援事業費 予算主管課 労政雇用課

事　業

概　要

就職氷河期世代の能力開発に向けて意識啓発し、公共職業訓練に誘導することに

より安定就労の促進及び産業人材の育成・供給を図る。


